
















































































































（1）  石塚雅彦訳『グローバリズムという妄想』1999 年日本経済新聞社 p 100-2 より




























　07 年の ILO報告書（8）では世界の失業者は 06 年で 1億 9,520 万人，1日 2ドル以下で生
（3）  この問題は公正な貿易と公正な労働の実現の必要を論じているAndrew Ross “Low Pay, High Profile” The 
New Press 2004 を参照











（7）  ユニセフHP　2014 年 12 月 8 日「世界のこどもたち」より
（8）  ILO のWeb に公表の “GLOBAL  EMPLOYMENT TRENDS BRIEF、January 2007” より
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（11） 国連食糧農業機関FAOの 09 年 6 月に発表された “The State of Food Insecurity in the World 2009” ｐ 11
によると 2009 年の世界の栄養失調人口は 10 億 2000 万人を超えた危機的事態に至ることを警告している。









































（15） 伊藤剛 ･村島雄一郎『自由の帝国』2000 年 NTT出版 p 101
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（17） ジャイ・セン他編 武藤・小倉他監訳『世界社会フォーラム帝国への挑戦』2005 年作品社 p 93 収録「グロー
バル，そしてナショナルな戦いのために」より
（18） 伊豫谷登士翁訳『グローバリゼーションの時代』平凡社選書（原文 1996 年）1999 年 p 57-8　同じく伊豫谷
監訳『グローバル・シティ』筑摩書房 08 年も参照のこと











本でも同様であった。金融庁の発表（21）では 08 年 6 月末における国内 672 金融機関の証券
化金融商品破綻による損失は約 2兆 5,740 億円で内，サブプライムローン関連が 8,960 億
円に上っていた。OECDは 08 年 4 月 15 日の発表で，今後 2年間も含めサブプライム関
連の損失は約 43 兆円，IMFでは 4月 8日の発表で約 97 兆円と公表し，その後 9月 9日
には IMF幹部が世界の金融システム全体での損失額を約 118 兆円であると発表（22）した。
　この経済危機に対してアメリカ政府はAIG には 850 億ドル（9兆円）を融資し，シティー
グループやバンク・オブ・アメリカにそれぞれ 4兆 4,000 億円もの公的資金を注入（23）した。
これら金融機関は金融危機を招いた住宅ローン担保証券の不正が発覚し巨額の和解金（24）






　08 年当時国際労働機関 ILOは世界の失業者は約 1億 9千万人に上ると推計（27）し，09 年
の失業者はさらに 5千万人以上増加（28）し発展途上国の 2億人の労働者が激しい貧困状況
になると推測していた。アメリカでは 09 年 4 月に失業者は 1,372 万人を超え，8月には完
全失業率が 9.7% に達し，09 年中には 10%に到達し日本でも 09 年 7 月の完全失業率は
5.7% に達し，完全失業者は 359 万人に上っていた。ユーロ圏もまた失業率が 09 年 7 月に
（20）  08 年の水準で有形資産 /有形普通株式株主資本というレバレッジ比率は 27 倍であった。『2009 年Ⅰ　世界
金融・経済危機の現況』内閣府政策統括官室 p 13
（21） 朝日新聞 2008 年 9 月 5 日
（22） 日本経済新聞 2008 年 9 月 10 日
（23） 日本経済新聞 2009 年 3 月 4日。主要国全体での公的資金注入額はこの時点で 100 兆円に上るという程である。
（24） シティーグループは 70 億ドルの、バンク ･オブ ･アメリカは 170 億ドルの、そして JPモルガンは前年の 13
年に 130 億ドルの和解金を司法省に支払った。和解金は罰金とローン借り手救済に当てられるという。また
同様の不正販売でゴールドマンサックスは 2つの住宅金融公社に 31 億 5000 万ドルの和解金を支払うことに
なった。日本経済新聞 14 年 8 月 21 日と 23 日の共に夕刊紙面より
（25） 日本経済新聞 2009 年 2 月 18 日夕刊
（26） その後 GMは 2013 年に再建されたがアメリカ政府・財務省はGMの保有株の売却損が 1兆円を超えたとい
うがそれは結局納税者の負担へ転嫁されるのである。2013 年 12 月 11 日朝日新聞参考
（27）  ILO “Global Employment Trends January” p 29
（28）  ILO のWeb 2009 年 1 月 28 日公表記事より。
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は 9.5% を超えフランスでは特に若者層の失業率が 20%を超え（29）深刻な様相を呈してい
た。10 年 11 月に ILO は 20 カ国・地域（G20）の雇用状況（30）を発表し，世界の失業者は
10 年半ばに 2億 1,000 万人に達しＧ 20 中の 18 カ国の失業者数は 2010 年前半も悪化し
7,000 万人にも上る実態を示した。
　この時期アメリカ企業のCEO の年間報酬と勤労者の平均年収との格差は 300 倍近く（31）






がった。13 年の調査（32）でも若者（15～24 歳）の失業率は 12.6％で，失業者数は 7,340 万

















（29） 数値は『2009 年Ⅰ世界金融・経済危機の現況』内閣府政策統括官室 2009 年 6 月より。また日本経済新聞





ル街の自爆』文藝春秋 2008 年 より。例えば 2008 年当時 GMのワゴナー会長の報酬は 5億 4000 万円に上っ
ていた。


























































































































子機器の廃棄物は 4470 万トンだが処置不明は 80％に上ると 2017 年 12 月に国連大学が報告している。2017
年 12 月 14 日朝日新聞より
（44） 大島通義・大島かおり訳『全体主義の起原　2帝国主義』原書 1952 年みすず書房 1972 年 p 28
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（48） 「現代帝国主義をいかに把握するか」『社会科学年報』38 号 2004 年 3 月 10 日発行専修大学社会科学研究所を
参照のこと
（49） 軍事の民営化を表すこの様な請負会社はアメリカで約 35 社あると見られている。片岡訳レスリー・ウェイ





よって 2007 年と 2012 年にも踏み込んだ提言がなされ日本の政治を動かし軍事同盟化へと進んでいった。
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また 14 年「防衛装備移転三原則」を閣議決定し積極的な軍事研究・開発と生産 ･輸出推
進を掲げ軍需産業強化からも平和主義を大転換する方策を採った。15 年夏には集団的自
衛権行使を合憲とした安全保障法制関連 11 法案を国会に提案し衆参両院で採決強行し対
米従属下での海外武力行使を法制化した。13 年 12 月防衛計画大綱と今後 5年間の中期防
衛力整備計画（計 24 兆 6700 億円）で防衛費増額と統合機動防衛力構想（53）を打ち出し防
衛関係費（54）は 14 年 4 兆 8194 億円，15 年 4 兆 9801 億円と急上昇し 16 年度予算では 5兆
500 億円と初めて 5兆円を上回り 2018 年防衛関連予算は過去最大の 5兆 1911 億円を計上
している。18 年度予算案は在日米軍の兵力と基地の維持，在沖米海兵隊の一部グアム移
転（590 億円）や普天間飛行場の移設（辺野古新米軍基地建設 1,048 億円）費用も計上（55）
し新たな軍拡となる次期防衛計画大綱の制定を図っている。アメリカからイージス艦，オ
スプレイ，哨戒ヘリコプター，戦闘機や機動戦闘車の購入を進め，17 年 11 月トランプ米
大統領の訪日時にはF35 戦闘機，巡航ミサイル，陸上配備型迎撃ミサイルシステムイー
（53） 「平成 26 年度以降に係る防衛計画の大綱について」平成 25 年 12 月 17 日国家安全保障会議及び閣議決定
（54） 平成 25 年度版『防衛白書』防衛省 ･自衛隊編ｐ 119
（55） 『我が国の防衛と予算（案）平成 30 年度予算案の概要』平成 29 年防衛省 p 2，p 21
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15.0%（同前年 10.7%），川重 12.7%（同前年 13.6%）（57）で，02 年連結会計年度における販売
額と販売実績に対する防衛庁（省）の割合は三菱重工 3,944 億円で 13.8％（同前年
15.0％，前々年 10.7％），石播は 1,506 億円 13.9％（同前年 14.7％，前々年 18.7％），川重
は 1,483 億円 12.9％（同前年 12.7%，前々年 13.6％）であった。日本経団連の提言（58）の数
値では 02 年度各社の防衛費売上高と企業総売上高に対する割合は，三菱重工業は 2,903
（百万ドル）で 13.4％，川崎重工業は 919（〃）で 8.9％，三菱電機は 613（〃）で 2％，
IHI は 439（〃）で 5.2％，東芝は 415（〃）で 0.9％，NECは 404（〃）で 1％であった。
軍需生産には中小下請関連企業が広がり，2013 年で戦闘機は 1.200 社，戦車は 1.300 社そ





（56）  2017 年 12 月 27 日朝日新聞
（57） 各社の平成 13，14 年度の ｢有価証券報告書総覧 ｣より











が，安倍内閣はこの要請に応え 2015 年 10 月には「防衛装備庁」を発足（64）させ武器開発・
購入と輸出，軍需産業の共同研究・開発・製造を一層促進する国家体制を整備し軍産複合
体の強固な基盤を築いた。総合重機企業は軍需生産の技術と製品の輸出に乗り出し 14 年
6 月パリ武器見本市に三菱重工業，川崎重工業，日立製作所や東芝など 13 社が参加（65）し



















（61） 前掲平成 25 年度版『防衛白書』防衛省 ･自衛隊ｐ 263-6
（62）  13 年 8 月に進水したヘリコプター搭載護衛艦「いずも」は空母そのものの形状だが空母ではないと防衛庁は
説明しており、解釈改憲と同様の詭弁を用い攻撃型戦力増強に邁進している。2014 年 1 月 7 日朝日新聞
（63） 「新たな防衛計画の大綱に向けた提言」2010 年 7 月 20 日（社）日本経済団体連合会
（64）  2015 年 10 月 1 日朝日新聞
（65）  2014 年 6 月 17 日朝日新聞
（66）  2015 年 7 月 26 日朝日新聞
（67） 望月衣塑子『武器輸出と日本企業』2016 年 7 月角川新書を参照のこと
（68） 同上および 2013 年 12 月 18 日日本経済新聞
（69）  2013 年 11 月 6 日日本経済新聞
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（71）  2014 年度予算では防衛省関係予算のうち在日米軍の駐留に関連する経費は 3.628 億円で内 14 年度の在日米
軍駐留経費負担額は 1,860 億円で他の省庁分は 13 年度予算 2,033 億円であった『平成 25 年版防衛白書』防衛
省・自衛隊ｐ 138-9。その負担額は 18 年度予算案では 1,977 億円になっている『我が国の防衛と予算（案）







































（72） 藤田省三著作集 6『全体主義の時代経験』みすず書房 1997 年より
（73） 野口建彦・栖原学訳カール・ポラニー『大転換』東洋経済新訳 2009 年
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imperialism come  to existence. Currently  the  Japanese Government also  is  leading 
Japan to a military power and an increase of military-industrial complex at the demand 
of U.S. The  Japan-U.S.  Security Treat  converted  to  a   military  alliance  for global 
disputes and the balance of power in East Asia.
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鈴木春二：現代グローバリゼーションの諸問題（3）
